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議題第６号

令和６年度会津地方市町村電子計算機管理運営協議会事業概要

国においては、マイナンバーの利活用や行政手続きのオンライン化など、

「デジタル・ガバメント」を推進する取り組みが進められており、特に、地方

自治体の情報システム標準化については、令和７年度末を目標として、全国的

に標準準拠システムへの移行が進められている。

本協議会においては、令和５年度中において、総合行政システムの移行方針

について検討を進めてきたところであり、令和６年中においても標準システム

への移行に向けて各種取り組みを進めていく。

また、令和６年度において、所得税・住民税の定額減税等が予定されている

ことから、職員が滞りなく業務を実施できるよう、税業務システムへの改修等

を遅滞なく進めていく。

令和６年２月１５日提出

会津地方市町村電子計算機管理運営協議会

会　長　　室　井　　照　平
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議題第７号

令和６年度会津地方市町村電子計算機管理運営協議会会計予算

令和６年度会津地方市町村電子計算機管理運営協議会会計予算は、次に定め

るところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ７１４，７９３千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「別表　歳入歳出

予算」による。

令和６年２月１５日提出

会津地方市町村電子計算機管理運営協議会

会　長　　室　井　　照　平
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別　表

歳　入

（単位：千円）

款 項

1 702,687

1 702,687

2 1

1 1

3 12,105

1 12,105

714,793

歳　出

（単位：千円）

款 項

1 714,793

1 714,793

714,793

歳 入 歳 出 予 算

金 額

分担金及び負担金

負 担 金

繰 越 金

繰 越 金

諸 収 入

雑 入

歳 入 合 計

金 額

事 業 費

事 業 管 理 費

歳 出 合 計
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歳入歳出予算事項別明細書

１　歳　入

　（款）１ 分担金及び負担金

　（項）１ 負担金 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比較
節

説明
区分 金額

1 702,687 671,720 30,967 1 702,687通常負担金（事務局費）

22,878

運用負担金（市町村運用費）

679,809

計 702,687 671,720 30,967

　（款）２ 繰越金

　（項）１ 繰越金 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比較
節

説明
区分 金額

1 1 1 0 1 1前年度繰越金 1

計 1 1 0

　（款）３ 諸収入

　（項）１ 雑入 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比較
節

説明
区分 金額

1 12,105 10,523 1,582 1 12,105会津若松地方広域市町村圏

整備組合事務負担金 12,098

会計年度任用職員雇用保険料

自己負担金 7

計 12,105 10,523 1,582

市 町 村 市 町 村

負 担 金 負 担 金

繰 越 金 前 年 度

繰 越 金

雑 入 そ の 他

の 収 入

4



２　歳　出

　（款）１ 事業費

　（項）１ 事業管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比較
節

説明
区分 金額

1 34,983 33,047 1,936 1 1,839監査委員報酬 48

会計年度任用職員報酬

1,791

3 366会計年度任用職員期末手当

366

4 343会計年度任用職員

社会保険料等 343

8 142会計年度任用職員通勤手当

83

普通旅費 59

10 310消耗品費 224

燃料費 86

11 308通信運搬費 169

郵券代 31

手数料 108

12 12,405財務・人給ｼｽﾃﾑ運用委託料

9,195
財務・人給ｼｽﾃﾑ改修委託料

3,190
会計年度任用職員健康診断

20

13 848 272

3

ＵＴＭ機器ﾘｰｽ料 112

公用車ﾘｰｽ料 397

ライセンス使用料 64

18 18,422各種会議等負担金 23

職員人件費交付金 18,171

庁舎負担金 228

2 679,810 649,197 30,613 8 274費用弁償 274

10 3,061消耗品費 990

印刷製本費 633

修繕料 1,438

11 4,341通信運搬費 4,341

12 465,014 ｼｽﾃﾑ運用委託料 383,046

法改正対応委託料 44,156

機器保守委託料 13,087

ｼｽﾃﾑ保守委託料 11,750

ｼｽﾃﾑ改修委託料 500

業務委託料 12,475

13 207,120 ﾊﾟｿｺﾝ機器等借上料 107,838

ﾌﾟﾘﾝﾀ機器等借上料 14,165

ｼｽﾃﾑ機器等借上料 23,481

その他機器借上料 790

ライセンス使用料 16,644

サービス使用料 44,202

計 714,793 682,244 32,549

事 務 局 費 報 酬

職 員

手 当 等

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 事務局PCﾘｰｽ料

及 び 財務用PRﾘｰｽ料

賃 借 料

負 担 金

補 助 及 び

交 付 金

市 町 村 旅 費

運 用 費 需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

及 び

賃 借 料
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議題第８号

令和６年度会津地方市町村電子計算機管理運営協議会負担金及び納期

令和６年度会津地方市町村電子計算機管理運営協議会負担金及び納期は、

次に定めるところによる。

（負担金）

第１条　負担金の総額は、７０２，６８７千円と定める。

２　関係市町村の負担すべき金額は、「別表　令和６年度会津地方市町村電子

計算機管理運営協議会負担金」による。

（納期）

第２条　納期は２期とし、前期分は令和６年４月２５日、後期分は令和６年

１０月２５日を納期限と定める。

令和６年２月１５日提出

会津地方市町村電子計算機管理運営協議会

会　長　　室　井　　照　平
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別 表

令和６年度会津地方市町村電子計算機管理運営協議会負担金

負担金総額

会津若松市 371,619,092 185,809,000 185,810,092 

57,595,517 28,797,000 28,798,517 

50,878,745 25,439,000 25,439,745 

58,886,393 29,443,000 29,443,393 

58,764,973 29,382,000 29,382,973 

54,971,059 27,485,000 27,486,059 

49,970,789 24,985,000 24,985,789 

702,686,568 351,340,000 351,346,568 

納期限

市 町 村 前 期 分後 期 分

北 塩 原 村

磐 梯 町

湯 川 村

柳 津 町

金 山 町

昭 和 村

合 計

令和6年4月25日 令和6年10月25日

7



議題第9号

令和5年度会津地方市町村電子計算機管理運営協議会会計補正予算

（第2号）

　令和5年度会津地方市町村電子計算機管理運営協議会会計補正予算（第２号）は、

次に定めるところによる。

　（歳出予算の補正）

第1条　歳出予算の総額は、６９８,１３８千円より変更がないものとする。

２　　歳出予算の補正の款、項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳出

予算の金額は、「第1表　歳出補正予算事項別明細書」による。

　　令和６年2月15日提出

会津地方市町村電子計算機管理運営協議会

会　長　　室　井　　照　平
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第１表
歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

歳   出

（単位：千円）

目 計
節

説        明
区       分

1 事務局費 33,047 0 33,047 1 201 会計年度任用職 201

18 △ 201 △ 201

2 665,091 0 665,091

計 698,138 0 698,138

　(款）１  事業費

　  (項）１  事業管理費

補正前の額 補 正 額
金 額

報 酬

負 担 金
補 助 及 び
交 付 金

市 町 村

運 用 費
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議題第１０号

行政システム標準化にかかる調査業務実施結果および移行方針

このことについて、国の進める標準システムへの移行にあたり、「システム標準化検討

委員会」を設置し、現在運用している総合行政システムの後継製品を対象として、第２次

Fit&Gap調査業務による機能要件調査を実施してきたところである。

この結果、当該製品により、標準システムへの移行が安全に実施できる事が確認された

ことから、今後の移行について、以下の方針で進めていくものとする。

移行方針の詳細については、別紙「総合行政システム移行方針説明」による。

委託先事業者 ：株式会社アクシス

移行対象製品 ：Reams次期製品（株式会社電算）

令和６年２月１５日提出

会津地方市町村電子計算機管理運営協議会

会　長　　室　井　　照　平
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別紙：総合行政システム移行方針説明

１　移行方針

委託先事業者 ：株式会社アクシス

移行対象製品 ：Reams次期製品（株式会社電算）

２　決定理由

総合行政システムの移行にあたっては、大規模かつ複雑なシステム構築、および住民

データの移行作業を、安全かつ確実に実施する必要がある。

この事から、６町村の職員によりシステム標準化検討委員を設置し、現行システムの直

系となる次期システム製品を前提として、町村職員により第１次、第２次 Fit&Gap調査業

務を実施した。

調査の結果、当該システム製品に移行することで、町村業務において大きな問題を生じ

ることなく、確実性の高い移行が可能と確認された。

このことから、標準システムへの移行にあたっては、現行システムの直系製品を採用す

るものとし、またこの移行作業にあたっては、当該製品およびこの運用環境、また町村業

務におけるシステムの利用状況に関して精通する、当該事業者により業務を行うものとす

る。

３　検討作業経過

令和4年7月4日

システム標準化に関する担当者向け説明会を実施

令和4年8月16日

標準化担当者連絡網を構成、定例会に標準化に関する協議枠を規定

令和5年1月6日

システム標準化検討委員の選出

令和5年5月24日

第1回システム標準化検討委員会の開催

システム標準化の概要および基本方針の確認

令和5年5月29日

第1次Fit&Gap調査結果の評価作業を実施

令和5年6月30日

第２回システム標準化検討委員会の開催

第1次 Fit&Gap調査結果の報告および第 2次 Fit&Gap調査業務実施方針のとりまと

め

令和5年7月25日

第2次Fit&Gap調査業務の実施
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令和6年1月24日

第３回システム標準化検討委員会の開催

第2次Fit&Gap調査業務の実施結果についての評価のとりまとめ

令和6年1月30日

電算担当課長会議の開催

令和6年度以降の移行作業業務委託方針案の決定

４　今後のスケジュール

令和6年度

システム標準化に伴う外字同定作業

Fig&Gap調査の結果に基づく準備作業

令和7年度

移行先システム構築

本番移行（令和7年10月 14日を予定）
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